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徳島県情報公開・個人情報保護審査会答申情第１２８号

第１ 審査会の結論

徳島県知事の決定は、妥当である。

第２ 諮問事案の概要

１ 公文書公開請求

平成３０年１１月１４日、審査請求人は、徳島県情報公開条例（平成１３年徳島県

条例第１号。以下「条例」という。）第６条第１項の規定に基づき、徳島県知事（以

下「実施機関」という。）に対して「○○○の太陽光発電現場に行った出張命令、公

用車使用簿等（Ｈ３０年９月から現在まで）と報告書含む」についての公文書公開請

求（以下「本件請求」という。）を行った。

２ 実施機関の決定

平成３０年１１月２８日、実施機関は、本件請求に係る公文書について、「○○○

の太陽光発電現場に行った報告書（Ｈ３０年９月から現在まで）」（以下「公文書①」

という。）、「県有車両使用簿８０－１０（９月）、県有車両使用簿９－５７（１０月）

及び県有車両使用簿８０－１０（１１月）」（以下「公文書②」という。）及び「出張

命令（Ｈ３０年９月２１日、１０月１日、１１月５日）」（以下「公文書③」という。）

と特定し、公文書①については「当該公文書を作成し、又は取得しておらず、文書が

不存在であるため。」を理由とする公文書公開請求拒否決定処分を行い、公文書②に

ついては公文書公開決定処分を行い、公文書③については条例第８条第１号に該当す

る部分を非公開とする公文書部分公開決定処分（以下「本件処分」という。）を行い、

審査請求人に通知した。

３ 審査請求

平成３０年１２年１７日、審査請求人は、本件処分を不服として、行政不服審査法

（平成２６年法律第６８号）第２条の規定に基づき、実施機関に対して審査請求を行

った。

４ 諮問

令和２年３月３１日（同年４月２日受付）、実施機関は、徳島県情報公開審査会（現

徳島県情報公開・個人情報保護審査会。（以下「当審査会」という。）に対して、当該

審査請求につき諮問（以下「本件事案」という。）を行った。

第３ 審査請求人の主張要旨

１ 審査請求の趣旨

あるべき書類を隠したので公開せよ。
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２ 審査請求の理由

本来、事件現場逮捕者が出ているのに、何の報告書も残さないのは、可笑しい。

又、私と県とこの件に対して、再三協議書を制作している為あるべき書類であると

主張する。

第４ 実施機関の説明要旨

実施機関から提出された弁明書によると、本件処分の理由は、おおむね次のとおり

である。

１ 本件処分を行った理由

本件請求における「出張命令（Ｈ３０年９月から現在まで）」を公文書③と特定し、

条例第８条第１項に該当すると判断される情報については、公開しないこととした。

２ 審査請求人の主張に関する説明

審査請求人が請求した文書のうち「出張命令（Ｈ３０年９月から現在まで）」は、

本件処分に係る文書が全てである。

第５ 審査会の処理経過

本件事案に係る当審査会の処理経過は、次のとおりである。

年 月 日 内 容

令和２年３月３１日 諮問

令和６年１１月２９日 審議
第３部会（第１４回）

同 年１２月２３日 審議
第３部会（第１５回）

第６ 審査会の判断

当審査会は、本件事案について審査した結果、次のとおり判断する。

１ 本件処分の妥当性について

審査請求人は、あるべき書類を隠したとして報告書の存在を主張しており、実施機

関が特定した公文書の他に公開されるべき書類があるとの主張をしていると解され

る。しかし、本件処分は、審査請求人が公開を求めた一連の公文書の一部である「出

張命令」を特定し、本件処分を行っている。

したがって、実施機関は公文書公開請求書の記載のとおり公文書を特定しているか

ら、実施機関が行った公文書の特定については争いがないものと認められ、当審査会
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としても、実施機関の行った公文書の特定は妥当と判断する。

以上により、本件請求内容について特定した公文書③については、非公開情報を除

き全て公開していると認められるため、本件処分に係る文書が全てであるとの実施機

関の説明に不合理な点はない。

なお、本件処分に係る公文書公開請求に対しては、本件処分とは別に、審査請求人

が主張している復命書等を公文書①と特定し、公文書公開請求拒否決定処分が行われ

ているから、報告書に関する主張は、この処分に対する審査請求においてなされるべ

きものである。

２ 非公開情報である条例第８条第１号の該当性について

実施機関が本件処分で非公開情報とした「出張番号」は職員番号が記載されており、

職員番号は人事管理上の情報であって、地方職員共済組合員証の番号としても使用さ

れている。そのため、「出張番号」は、職務の遂行に係る情報ではないと認められる

から、条例第８条第１号に該当し、同号ただし書には該当せず、これらの部分を非公

開とした実施機関の説明に不合理な点はない。

３ 結論

当審査会は、本件事案を厳正かつ客観的に検討した結果、冒頭の「第１ 審査会の

結論」のとおり判断する。
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